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館大会議室において午後1時 か ら午後2時 半にわたって行われた。審査では、最
初に岩本氏が課程博士学位請求論文の概要 と要旨、学位請求論文各章の研究成果
について報告を行い、それに続いて審査委員との問で質疑応答を行った。審査委
員との質疑応答では、質問への応答 も明確であり、予備審査で指摘 された項 目へ
論 文 審 査 の の対応が十分にな されていることが確認 された。今後の研究課題や拡張可能性へ
の議論 も行われた。
結 果 の 要 旨 博士後期課程進学後の研究成果を学術誌 において発表 し、学会での研究報告 も
積極的に行い、それ ら成果が学位請求論文 としてまとめられていることも評価 さ
お よ び そ の れ た 。
審査委員の協議において、岩本氏の学位請求論文は 「専攻分野について研究者
担 当 者 氏 名 として自立して研究活動を行 うのに必要な高度な研究能力 とその基礎 となる豊






機 関 の 名 称
名 称　 審 査 委 員 会
お よ び 組 織
組 織　 論文審査委員3人(主 査1人 、副査2人)
名 称　 経済学研究科教授会





報 告 番 号 甲第 号 ※ 氏 名 岩本 朋大
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主査　板倉健
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論文題名
重力モデル の応用分析:国 内人 口移動、訪 日観光、国際貿易
(論文審査の結果の要旨)
岩本朋大氏の学位請求論文はi実 証的な重カモデルを都道府県間人 口移動、訪 日外国人旅行者、産
業別二国間貿易に応用 し定量的な分析を行った研究論文である。岩本氏の論文は以下の通 り、第1章











影響を分析 している。2005年 と2010年 のパネルデータを使用 し、各都道府県の転出数を被説明変数
とし、鉄道移動時間、人口1賃 金比、有効求人倍率比、企業数比、待機児童数比、大学数比で回帰分
析を行なっている。また、転出者数か ら転入者数を引いた純流出を被説明変数に用いた回帰分析も行
い、両者において鉄道移動時間の低下が東京都への人 口流出を説明す る結果を得た。賃金比 と有効求
入倍率比に関する推計結果から、人々は賃金よ りも就職可能性に反応 し移動 しているとする示唆も得
られた。また、大学数比が増加す ると東京都へ移動する人 口が増加傾向を示 し、地方での教育水準上
昇が都市部労働市場への参入機会を与えることを示唆する結果も得 られた。






,賃金、有効求人倍率、待機児童数、大学数、資本ス トック、気候にかかる変数などを説明変数 と して、2005
年 と2010年 について回帰分析を行なった。推計結果 として、交通移動時間の低下が人 口流出 を増加 させ る
傾 向をほぼ全ての場合 にっいて得ていることは、重カモデルの適合性を示 している。
第4章 では 、訪 日外 国人観光客 を対象 とした分析 を行 ってい る。訪 日外 客を、 国 内観光資源 によ り
生産 された観光 サー ビスの輸 出 と して捉 え、国際貿易 の重力モ デルを応用 してい る。ま た、 国内で世
界遺産登録が増 えた場合 の訪 日外 客への効果について も考察 を行ってい る。国別訪 日外客数 を非説明
変数 、二国間 の距離 、経 済規模 、世界遺産数 比を説 明変数 とし、2003年 か ら2017年 のパネル デー タ
を用いて、最 小二乗法 とボア ソン擬 似最尤推定法に よる推計 を行 ってい る。推計結 果は、訪 日外 客数
は経済規模 に比例 し距離に反比例す るとい う重カモデルが予見す る効果 を確認す るものであった。 国
内での世 界遺 産数増加 が訪 日外客数の増加 とい う効果を持つ 一方 で、 国外 での世界遺 産数増加 は外 客
数 を減 少 させ る効果を持つ とい う結果 も得 られ た。
第5章 で は、国際貿易 の源泉 を技術差 に求 める リカー ド ・モデル を理論 と実証 の両面で拡張 し産業
内貿易 を説 明可能 としたEaton　 and　Kortum(2002)の 分析手 法 を応用 した研究 を行 ってい る。 先進国
間の製造業 に応用 された先行研 究 に対 して、本 章では分析 対象を拡 充 し、途上国を含 む118力 国の食
料 品産業、繊維衣服産1製 造 業、輸送 サー ビス産 業につ いて重カモデル による推計 を行 っている。
Eaton　 and　Kortum(2002)に 依拠 す ることで、二 国間の産業別貿易 を輸 出国特有 の技術水準 、二国間
の距離、輸 入国特有の地理的障壁か ら説 明で きる推 計結 果を得 てい る。 また、輸 出国の技術水 準、輸
入国の地理的障壁 を定量化す るこ とで、先進 国 と途 上国での技術差 と地理的障壁 に よる費用 差の大き
さを明 らかに してい る。
岩本氏の学位 請求論文 は、実証的 な重カモデルを人 口移動、訪 日外客 、産業別 二国間貿易 について
応 用 し推計 を行 って いる。異 なる分析対象 に対 して、共通 した実証モデル による分析 と考察が可能で
あるこ とを示 した点や、パネルデー タ構築 と推計手法 の検討 が行 われ てい る点 も評価 され た。今後の
研究課題 として、第2章 や第3章 につ いては分析対象年次 の拡 張や年齢 ・性別区分の細分化、比 に基
づ く変数 を人 口当た りに標準化す ることな どが挙 げ られ た。 第4章 については、二 国間 での観光客移
動へ の拡張 、第5章 では分析対象年次の追加や推 計結果の シ ミュ レー シ ョンへの利 用が挙げ られた。
岩本氏 の学位請求論 文は、以下 の3本 の論文 と学会報告に基づいてい る。
1.岩 本朋大(2019)「 鉄道輸送 時間が人 口の流出 に与 える影響:東 京 一一極集 中への一考察」鉄道政策
ジ ャーナル,15(2),pp.121-132
2.岩 本朋大(2020)「 交通移動時間が人 口の流出に与える影響 」生活 経済学研 究,52,pp.79-100
3.岩 本朋大(2020)「 世界遺産が訪 日外 国人観 光客に与 える影響:2003年 か ら2017年 のJINTO
デー タを用いた分析」産業経済研 究,20,pp.42-51











ことは有⽤である。第 2 章では⽇本国内の鉄道輸送時間の低下が⾸都圏と沖縄県を除く 42
















 第 2 章では東京への⼀極集中を分析するため東京への⼈⼝移動に絞っての分析であった。



























 第 5 章は Eaton and Kortum(2002)のモデルを実証⾯でデータを拡充し分析を⾏ったもの
である。貿易理論は主に 4 つの系統が存在し伝統的なものから順にリカードモデル、ヘク
シャー・オーリンモデル、クルーグマンモデル、メリッツモデルである。この 4 つのモデル
全てから重⼒⽅程式の導出は確認されている。第 5 章の分析に⽤いる Eaton and 
Kortum(2002)のモデルはリカードモデルに基礎をなしており、リカードモデルから重⼒⽅
程式を導出している。このモデルの特徴は各国の技術⽔準や地理的障壁を推計することが
できる点である。Eaton and Kortum(2002)は先進国 19 ヵ国の分析であったが、本章の分析
では途上国も含め 118 ヵ国の技術⽔準や地理的障壁を推計している。また産業も⼯業品の
1 部⾨であったものを 4 部⾨に拡張して分析を⾏った。分析の結果、途上国と先進国の技術
⽔準の差を定量的に明らかにすることができた。また途上国同⼠でも産業別に異なった特
徴があることが明らかにした。 
